
開発供給実施計画を対象とする優遇措置

 スマート農業技術活用促進法に基づく開発供給実施計画の認定を受けることで、令和7年度予算から、以下の各
種事業で審査に当たってのポイント加算をはじめとする優先採択等の優遇措置を設けることとしています。

スマート農業技術活用促進法の認定による主な補助事業等の優遇措置（令和7年度当初）

・スマート農業技術活用促進総合対策のうち
①スマート農業技術の開発・供給事業
ー重点課題対応型研究開発（民間事業者対応型）＜申請要件＞

農業において特に必要性が高いと認められるスマート農業技術の
開発を促進するため、スマート農業技術活用促進法の基本方針
に位置付ける重点開発目標に沿った認定開発供給事業者による
研究開発を支援。

②スマート農業普及のための環境整備
  ー農林水産データ管理・活用基盤強化 ＜ポイント加算＞

スマート農業技術を普及させ、データを活用した農業の取組を拡
⼤させるため、①オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能
強化を推進するとともに、 ②農業データの川下とのデータ連携を支
援。

  ー次世代の衛星データ利用加速化事業 ＜ポイント加算＞
今後、さらに衛星技術の向上が期待される中、農林⽔産分野に

おける衛星データの利用を加速し、スマート農林⽔産業を⼀層推
進していくため、これまで開発・実証された衛星活用技術 の中で
ニーズが高く、普及可能性のある技術の横展開に必要な支援等を
実施。

・「知」の集積と活用の場によるイノベーション創出のうち
 スタートアップへの総合的支援 ＜ポイント加算＞

 SBIR制度のもと、これまで推進してきた産学官連携の枠
組みと連携しながら、スタートアップ等による研究開発・事業
化を目指す取組や、将来のアグリテックを担う優秀な若手人
材の発掘・能力向上を支援。

・みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業
 ＜ポイント加算＞

 食料・農林⽔産業の生産力向上と持続性の両立の実現
に向け、脱炭素化や環境負荷低減等のみどりの食料システム
戦略の実現や、今後深刻化が見込まれる気候変動等の政
策課題に対応した革新的な品種・技術・生産体系の確立に
資する研究開発を国主導で推進。



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．スマート農業技術の開発・供給

スマート農業技術の開発・供給を加速化する取組を支援します。
①重点課題対応型研究開発（民間事業者対応型）
②重点課題対応型研究開発（農研機構対応型）

２．スマート農業普及のための環境整備
スマート農業を普及させるための環境整備を行います。
① 農林⽔産データ管理・活用基盤強化
② データ駆動型農業の実践・展開支援事業
③ 農林⽔産業におけるロボット技術安全性確保策検討
④ データ駆動型土づくり推進
⑤ スマート農業教育推進
➅ 次世代の衛星データ利用加速化事業
⑦ スマート農業技術の活用促進に向けた協議会の設置・運営

（令和６年度補正予算）スマート農業技術開発・供給加速化緊急総合対策
本対策において、現場ニーズに対応したスマート農業技術の開発・改良、技術導

入に向けた栽培体系の確立や技術の運用方法の標準化等の取組を支援します。

＜対策のポイント＞
ロボット、AI、IoT等の先端技術を用いた省力化・効率化を可能とするスマート農業技術の開発・供給を推進するとともに、スマート農業普及のための環境
整備を行い、スマート農業の社会実装に向けた取組を総合的に展開します。
＜事業目標＞

スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年度まで]

技
術
開
発
・
供
給

実
装
・
普
及
に
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け
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環
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整
備

１．スマート農業技術の開発・供給

スマート農業の社会実装・実践

２．スマート農業普及のための環境整備

⑤スマート農業教育推進

＜事業の流れ＞

国 定額 民間団体等 （２②の事業の⼀部）

定額 民間団体等
（公設試、⼤学を含む）

（２①③の事業）

定額

委託 民間団体等
全国協議会

（２⑤➅の事業、 ２⑦の事業の⼀部）

（２④の事業）

定額 都道府県 定額、1/2 協議会 （２②の事業の⼀部）

➅

①民間事業者による
重点開発目標に沿った品目ごとの特性に応じた
技術の開発・製品化

②農研機構による
 品目共通のベースとなる技術（基幹的技術）や
開発を促進する技術（基盤的技術）の開発

（国研）農業・食品産業技術総合研究機構交付（定額） （１②の事業）

AI

② ➂

⑦

① データ連携による
新たなサービス開発を支援

サービス事業体が利用する
営農管理システムの開発を支援

サービス
向上

オープンAPIを
活用してデータ

を取得

サービス事業体 農業者

技術の横展開の支援
・衛星画像の購入/解析
・利活用のマニュアル作成
・利活用事例の情報発信 等

衛星データの新たな
適用可能性の調査

協議会

生
産
方
式

の
革
新

技
術
等
の

開
発
・
供
給

スマート農業技術の活用促進に向けた
協議会の設置・運営

オンライン講座、体験型研修

分析機器の活用 データ収集

生産性・収益向上に 
結びつける体制づくり等

遠隔監視によるロボット
農機の安全技術等の検証
及び安全確保策の検討

ロボット農機（無人）

【基幹的技術の例】
汎用型ベース機

【基盤的技術の例】
AI開発用教師データ

【例】レタス収穫ロボット 【例】ブドウの管理作業
ロボット

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）

○ スマート農業技術活用促進総合対策 【令和７年度予算概算決定額 1,686（1,212）百万円】
（令和６年度補正予算額 3,525百万円）

（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付（定額） 民間団体等
(公設試、⼤学を含む)

委託 （１①の事業）
（２⑦の事業の⼀部）



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

○ スマート農業技術の開発・供給
 

① 重点課題対応型研究開発（民間事業者対応型）
農業において特に必要性が高いと認められるスマート農業技術の開発を促進す

るため、スマート農業技術活用促進法の基本方針に位置付ける重点開発目標に
沿った民間事業者による研究開発を支援します。

② 重点課題対応型研究開発（農研機構対応型）
民間事業者による研究開発等を加速させるため、農研機構による品目共通の

基幹的技術や研究開発を促進する基盤的技術の開発を推進します。

スマート農業技術の開発・供給促進事業
＜対策のポイント＞

スマート農業技術の社会実装を進めるため、スマート農業技術活用促進法の基本方針に位置付ける重点開発目標に沿ったスマート農業技術の開発・供給
の取組を支援します。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年度まで]

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-6744-7043） 

国 生物系特定産業技術
研究支援センター

交付
（定額）

【令和７年度予算概算決定額 1,023（ー）百万円】

スマート農業技術の開発・供給促進事業スマート農業技術活用促進総合対策

委託
民間団体等

（公設試、⼤学を含む） （１の①）

国 （国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付
（定額）

（１の②）

農研機構と民間事業者との役割分担の下で、重点開発目標に沿った技術
開発・供給を推進

① 民間事業者対応型（競争領域）

② 農研機構対応型（協調領域）

品目共通のベースとなる技術（基幹的技術）や開発を促進する技術
（基盤的技術）を開発

重点開発目標に沿った各作物の特性に応じた技術を開発・製品化

AI
【基盤的技術の例】
AI開発用教師データ

【例】ブドウの管理作業ロボット 【例】レタス収穫ロボット

【基幹的技術の例】
汎用型ベース機



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能強化
① オープンAPI等を活用した新たなサービス開発

 営農の高度化に資するよう異なるメーカーの機器・システムから取得されるデー
タの連携実証やオープンAPI等を活用した新たなサービス開発を実施し、ユース
ケースの実現やサービス事業体の機能強化を支援します。

② 農業データ連携・共有のための環境整備
 農機・機器メーカーやICTベンダー、業界団体、研究機関等が行う農業データ

を連携・共有するための
・協調データ項目の特定・拡⼤、データ形式の標準化
・データの利用権限等の取扱いルールの策定

等の環境整備を支援します。

２．農業データの川下とのデータ連携実証
 農業データの川下との連携による付加価値の創出や環境に配慮した取組の

見える化等についてデータ連携基盤を活用した実証を実施します。

①農林水産データ管理・活用基盤強化 【令和７年度予算概算決定額 150（ー）百万円】

＜対策のポイント＞
スマート農業技術を普及させ、データを活用した農業の取組を拡⼤させるため、①オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能強化を推進するとともに、

②農業データの川下とのデータ連携を支援し、農業現場における生産性の向上や環境に配慮した農業生産の実現を目指す。
＜政策目標＞
 スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年度まで]  

＜事業の流れ＞

国
定額

［お問い合わせ先］⼤臣官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備

（１、２の事業）民間団体等
（公設試、⼤学を含む）

スマート農業技術活用促進総合対策

【２．農業データの川下とのデータ連携実証】

データ連携基盤

作業ログ

営農情報を活用した
環境配慮の見える化

による差別化 等

＜実証の例＞

【１．オープンAPI等を活用したサービス事業体の機能強化】

【現状】
ドローンを用いた単純な作業
受託型のサービスを提供
（追肥作業、防除作業） 収量データを営農管

理システムに連携

収量データや
衛星画像に基
づき施肥作業
等を実施

サービス事業体に営農管理システ
ムを導入し、オープンAPI等を活用
してデータを連携させ、サービス事
業体の提供サービスを向上
（単純な施肥 → 可変施肥等）

【事業実施後の姿】

データ取得
可能な農機
を必要に応じ
て貸出

〇 オープンAPI等を活用した新たなサービス開発

〇 農業データ連携・共有のための環境整備
・連携する機器の拡充、協調データ項目の
特定・拡⼤、データ形式の標準化

営農管理
システム

例）メーカー、機種を問わないドローンの
自動日誌作成

例）

http://2.bp.blogspot.com/-RA_r9EVIbto/Ur1Hh8V6SRI/AAAAAAAAciE/UFlqD_v-9nM/s800/hatake.png


＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

JAXAや衛星関連事業者、他府省庁と連携し、衛星データの利用を加速させるた
め、以下の取組を行うとともに、衛星データの総合的な利活用に向けた研究会を開
催します。

① 衛星データ利活用推進調査
衛星データ利活用の社会実装可能な案件を創出することを目的に、農林水産

 行政の効率化等に資する衛星データの新たな適応可能性調査を行います。

② 衛星データ利活用拡⼤に向けた取組支援
衛星データの利活用拡⼤を進めるため、これまでに開発・実証された技術の情

報収集・分析を行い、現場ニーズが高く、普及可能性のある衛星活用技術の試
験的な導入や技術の利活用事例の対外的な情報発信等を行うことで、優良
技術の横展開を図ります。

➅次世代の衛星データ利用加速化事業 【令和7年度予算概算決定額 2１（ー）百万円】

＜対策のポイント＞
今後、さらに衛星技術の向上が期待される中、農林⽔産分野における衛星データの利用を加速し、スマート農林水産業を一層推進していくため、①農林水
産行政の効率化に資する衛星データの適用可能性の調査を行い、社会実装が可能な案件を創出するとともに、②これまで開発・実証された衛星活用技術
の中でニーズが高く、普及可能性のある技術の横展開に必要な支援等を行う。

＜政策目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％に向上［令和12年度まで]

＜事業の流れ＞

国
委託

［お問い合わせ先］⼤臣官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備

民間団体等

スマート農業技術活用促進総合対策

マニュアル

・衛星データ利活用
マニュアルの作成等

・衛星データ利活用優良事例の
情報発信

農林⽔産省

宇宙航空研究開発機構（JAXA）

省内の農林水産分野における衛星
データ利活用の行政ニーズを掘り
起こし、衛星関連事業者等と連携
しながら調査事業を実施

農地の現地確認
業務における衛星
画像の活用※農林水産分野における地球観測衛星データ等の利用の

推進に関する協定を令和元年に締結

① 衛星データ利活用推進調査

② 衛星データ利活用拡大に向けた取組支援
⑴ 開発・実証された技術の

     情報収集・分析
⑵ 衛星活用技術の
試験的な導入・評価

⑶ 導入事例の情報発信

・これまで開発・実証された衛星
活用技術について整理・分析

技
術
a

技
術
ｂ

技
術
c

衛星を活用した間断
灌漑の観測、メタン
排出量のモデル構築

（これまでの取組事例）



＜対策のポイント＞
農林水産・食品分野における政策的・社会的課題の解決やサービス事業体等の新たなビジネス創出のため、SBIR制度※のもと、革新的な研究開発とその
事業化を目指して取り組むスタートアップ・中小企業等を支援します。あわせて、将来のアグリテックを担う優秀な若手人材を発掘し、研究開発や事業化に関
する能力向上をサポートします。

＜事業目標＞
終了課題のうち50％以上において、事業化が有望な研究成果を創出［令和７年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
SBIR制度のもと、これまで推進してきた産学官連携の枠組みと連携しながら、スター
トアップ等による研究開発・事業化を目指す取組や、将来のアグリテックを担う優秀な
若手人材の発掘・能力向上を支援します。

１．スタートアップ等が行う研究開発・事業化を目指す取組の支援
発想段階から事業化準備までの取組を切れ目なく支援します。さらに、優れたスター
トアップを創出するための環境づくりとして、事業化前の取組を促進して速やかな自
立に繋げるため、実用化段階（フェーズ２）及び事業化準備フェーズの支援を拡
充します。
【フェーズ０、１：上限10百万円/年、フェーズ２：上限20百万円/年、

 事業化準備フェーズ：上限30百万円/年】

２．スーパーアグリクリエーター発掘支援
将来のアグリテックを担う優秀な若手人材を発掘し、研究起業家としての能力向上
を支援します。

３．プログラムマネージャー等による伴走支援等
事業化に関する知見・経験を豊富に有するプログラムマネージャー等による、経営人
材・事業会社・ベンチャーキャピタル等とのマッチング、知財・ビジネス化・資金調達等
に関するメンタリング、ピッチコンテスト開催などの伴走支援を行います。

＜事業の流れ＞

国 生物系特定産業技術
研究支援センター

委託交付（定額）

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-3502-5530）

フェーズ１
（構想段階）

フェーズ２
（実用化段階）

フェーズ０
（発想段階）

【研究開発・事業化の取組の内容】

技術シーズ
創出

実現可能性調査
や概念実証

事業化に向けた試作品
作成や技術改良、事業
計画策定等の準備

※スタートアップ等による研究開発とその成果の事業化を支援し、それによる我が国のイノベーション創出の
促進を目的とした省庁横断的な制度（Small/Startup Business Innovation Research）。

民間団体等
（公設試、⼤学を含む）

社会実装・
事業化へ発想段階から事業化準備段階まで切れ目なく

プログラムマネージャーが伴走支援

優秀な若手人材の発掘・能力向上支援

【支援内容】

スタートアップ、
中小企業、⼤
学、公設試等

ピッチコンテストの
開催

セミナーや研修等
の実施

知財・法務・起業・
ビジネス化などの専門
家によるメンタリング

経営人材、VC
や事業会社との
マッチング

事業化準備
フェーズ

PMF※に向け
た実証・技術
改良等

「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 のうち
スタートアップへの総合的支援 【令和７年度予算概算決定額 270（270）百万円】

（令和６年度補正予算額 400  百万円）

※PMF（プロダクトマーケットフィット）：顧客の課題を満足させる製品を提供し、それが適切な市場に受け入れられている状態。



みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業
【令和７年度予算概算決定額 1,749（1,804）百万円】

＜対策のポイント＞
食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立の実現に向け、脱炭素化や環境負荷低減等のみどりの食料システム戦略の実現や、今後深刻化が見込ま

れる気候変動等の政策課題に対応した革新的な品種・技術・生産体系の確立に資する研究開発を国主導で推進します。また、研究成果の社会実装に向け、
知財の活用を見据えた研究開発時からの戦略的な知財マネジメントの強化など研究開発環境の整備を実施します。

＜事業目標＞
○ 重要課題に対応する技術を開発し、農林漁業者等がその開発された技術を実践［令和11年度まで］
○ 知財マネジメントの強化、アウトリーチ活動の展開により、農林⽔産業・食品産業にイノベーションを創出［令和11年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．研究開発
 食料・農林⽔産業の生産力向上と持続性の両立を実現させるため、
国主導で実施すべき重要な分野について、戦略的な研究開発を推進します。
① 新品種開発研究

 生産性向上や気候変動等に対応する新たな品種等の研究開発を推進
② 環境負荷低減対策研究

 みどりの食料システム戦略の実現に資する研究開発を推進
③ 気候変動適応研究
   温暖化に対する適応技術や将来の適地適作予測等の研究開発を推進
④ 競争力強化研究

 生産性の向上や輸出の拡⼤等の現場ニーズを踏まえた、競争力強化に資する
研究開発を推進

⑤ 革新的技術創出研究
 バイオテクノロジー等の革新的な技術の創出に資する研究開発を推進

２．環境整備
 研究開発と成果の社会実装を効果的に行えるよう、知財の活用を見据えた
研究開発時からの戦略的な知財マネジメントの強化やアウトリーチ活動の展開等
の環境整備を行います。
① 戦略的研究開発知財マネジメント強化事業
② 海外・異分野動向調査
③ みどりの食料システム戦略実現のためのアウトリーチ活動の展開

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究企画課（03-3501-4609）

＜事業の流れ＞

新品種開発研究

気候変動適応研究 競争力強化研究

【研究内容】
・ 産学官の連携により、
食料安全保障の確保や
みどりの食料システム戦
略の実現に対応した革
新的な特性を持つ新品
種を効率的に開発 等【期待される効果】

・気候変動下における食料安全保障、および持続可能
な食料システムの構築を確実なものとし、輸出産業も
活性化 等

高温により、トマ
トの裂果が増加

適地適作マップ

【研究内容】
・ 温暖化「デメリット」への適

応策（被害・⽔資源予
測と⽔管理等の適応策
）と温暖化「メリット」の利
用策（５-10年先の新
品目の適地適作情報の
マップ化等）を開発 等

【期待される効果】
・気候変動の影響を受けにくい産地
を形成

・新品目の導入により産地活性化・
生産者の収益向上に貢献 等

マウス毒性試験

機器分析法

【研究内容】
・ マウス毒性試験に代

わる、STX（サキシ
トキシン）鏡像異性
体等を用いたホタテ
ガイ等の麻痺性貝
毒の正確な濃度決
定手法を開発 等

【期待される効果】
・EU等へホタテガイの販路を維持・
拡⼤することにより、輸出拡⼤を
実現 等

土壌病害に
強いカンショ

（写真：農研機構）

国
（国研）農業・食品産業技術総合研究機構

（１①の⼀部の事業以外）
委託

交付（定額） ⼀部委託
（１①の⼀部の事業）

環境負荷低減対策研究
【研究内容】
・土壌くん蒸剤の地下深層への
施用技術、病害虫防除効果
の持続性の評価手法の開発
等

【期待される効果】
・土壌くん蒸剤の効果的な施用技術の導入により、
2030年までに化学農薬使用量（リスク換算）10％
低減に貢献 等

革新的技術創出研究
【研究内容】
・環境負荷軽減や低コスト化に資す
るカイコの創出、飼料等へのサナギ
利活用技術、革新的なシルクの開
発 等

【期待される効果】
・資源を余すことなく活用するエコ養
蚕システムの構築、新しい市場の
創出 等

民間団体等
(公設試、⼤学を含む)

民間団体等
(公設試、⼤学を含む)
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